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事業再評価書                                   独立行政法人都市再生機構 

地 区 名 横浜山下町地区 

 

所 在 神奈川県横浜市中区山下町 

事 業 手 法 第一種市街地再開発事業（個人施行） 

地 区 面 積 約 1.7ha 

採 択 年 度 平成 17 年度 

再評価の区分 再評価実施後に 5 年間を経過した時点で継続中の事業 

地 

 

 

区 

 

 

の 

 

 

概 

 

 

要 

 

位置・交通条件 
・東京都心部より南西へ約 30km 

・みなとみらい線「日本大通り駅」徒歩 3 分 

従 前 の 状 況 

・権 利 者 数 ： 2 人 

・建 物 棟 数 ： 3 棟 

・従前土地利用 ： 公共施設（約 25％）、宅地（約 75％） 

・地区の大部分が県有地。また、従前建物のうち２棟は歴史的建造物。 

事 業 の 経 緯 

平成 16 年 10 月  神奈川県からコーディネート受託（県有地等利活用計画） 

平成 17 年 9 月  県有地利活用計画策定（神奈川県） 

平成 17 年 10 月  再開発事業施行要請（個人施行） 

平成 18 年 3 月  共同施行者決定（㈱ゼファー、㈱大和地所） 

平成 19 年 4 月  都市計画決定（地区計画） 

平成 19 年 7 月  個人施行認可 

平成 19 年 9 月  権利変換計画認可 

平成 20 年 2 月  工事着工（機構施行街区（以下Ｂ１街区）） 

平成 22 年 7 月  竣工（Ｂ１街区） 

平成 24 年 2 月  事業再評価 

平成 28 年 3 月  事業計画変更認可（施行者変更等） 

（変更後：機構､㈱大和地所､㈱ケン・コーポレーション） 

平成 28 年 9 月  事業再評価 

平成 29 年 3 月  工事着工（A 街区） 

平成 31 年 4 月  事業計画変更認可（施行者変更） 

             （変更後：機構､㈱大和地所､㈱ケン･コーポレーション、 

                   ㈱スペースバリューホテルディベロップメント） 

令和 02 年 3 月  事業計画変更認可（施行者変更等） 

（変更後：機構､㈱大和地所､㈱ケン･コーポレーション） 

竣工（A 街区） 

計 画 諸 元 

事業期間  平成 17 年度から令和６年度 

事業費    約 311 億円 

土地利用計画  建築敷地 約 12,600 ㎡ 

公共用地 約 4,600 ㎡ 

施 設 計 画  延床面積 約 73,900 ㎡（ホテル・事務所・文化施設等） 

業
目
的
等 

事 業 の 目 的 

・都心に立地する低未利用地の有効活用 

・文化拠点施設及び業務・商業施設の整備による都心にふさわしい複合的な市

街地形成 

・歴史的建造物の活用 

機構参画の意義 
神奈川県からの要請を受け、第一種市街地再開発事業の施行者としての機

構のノウハウを活用する。   

２．政策効果分析 Ｂ／Ｃ＝１．９  （令和３年度評価時点） 
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実
施

 

都 市 機 能 の 

高 度 化 

■土地の高度利用 

・大部分が県所有の低未利用地において、都心立地に相応しい、土地の高度

利用を図る 
 
■都市機能の導入 

・文化・芸術・情報を創造・発信する文化拠点施設（県ホール・NHK 放送会館）

や商業・業務等の施設の整備により、複合的な市街地の形成を図る 

安心で快適な都

市生活の実現 

■生活環境の向上 

・歩道の拡幅整備、歩道状空地、広場等の整備による、安全かつ快適な歩行

者空間の形成 

・歴史的建造物の保存・活用による質の高い景観の形成 

 
 

施 
 

環 
 

境 

1) 

事 業 の 進 捗 

・Ｂ２街区施行者が施設用途も含めた見直しを実施中。 

 令和５（2023）年度に見直しを踏まえた事業計画変更を予定。 

2) 

事 業 リ ス ク の 

見 込 み 

・Ｂ２街区施行者が計画を見直し中であるが、新型コロナウィルスの影響もあり、

当面は市況の動向を注視せざるを得ない状況。 

3) 

コスト縮減や新技

術・制度の導入 

－ 

対応方針案 事業継続 

 

 

対 応 方 針 案 

決 定 の 理 由 

・機構によるＢ１街区の施設整備は完了。民間の共同施行者によるＡ街区について

も施設整備は完了し、既にホテルが開業しており、Ｂ２街区のみが未整備。 

・機構は、民間の共同施行者によるＢ２街区の施設整備及び事業完了に向けて、

事業計画変更等の法手続きに係る行政等の関係者との協議を支援するなど、代

表施行者としての役割を引き続き担い、社会的責任を果たす。 

以上のことから、「事業継続 」。 
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横浜山下町地区（市街地再開発事業） 

位 置 図 

 

区 域 図 

 

 

Ｂ１街区 

Ａ街区 

Ｂ２街区 

Ｂ３街区 

0 100m 50 

@GeoTechnologies Inc.「PL21001」 

@GeoTechnologies Inc.「PL21001」 

区域面積：約 1.7ha 

凡例（従前権利者） 

     ：神奈川県 

     ：民間地権者 
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